
意 １ 
 

意見書案  第 号                 

 

自治体間連携の推進強化を求める意見書 

 

少子・高齢化や人口減少が加速する中、コロナ禍や頻発する大規模自然災害

への対応等行政ニーズは増え、自治体が提供する行政の事務・サービス量は急

増している。 

一方、県、市町とも行革による職員削減で、これまでのような行政サービス

が提供できなくなるおそれがある。 

そのような状況の中、将来の地方公務員の成り手不足や大規模自然災害への

対応に備えて、全国でも自治体間の業務共同化のほか、市町村から都道府県へ

の事務の委託の実施、県と市町村が一体となって行政サービスを提供する取

組、国・県・市集約型の庁舎の整備など、様々な自治体間連携が見られる。 

しかし、第 32 次地方制度調査会でも、都道府県には地域の変化、課題の見

通しを市町と共有した上で、これまで以上にきめ細やかな補完、支援が求めら

れると報告されるなど、更なる自治体間連携の推進が求められる。コロナ禍で

も県や市町の縦割り、事務処理速度等における自治体間の格差等の課題が指摘

された。こういった中、全国どの地域でも、持続可能で住民の利便性向上に資

するサービスが提供できるような取組が必要である。 

よって、国におかれては、自治体間連携の推進強化に向けて、県と市町が補

完し合って、行政サービスを提供する取組について、予算や人材確保等の支援

策を講じることを強く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

 

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀   



意 ３ 
 

意見書案 第 号                   

 

子育て支援の更なる充実による少子化対策の強力な推進を求める意見書 

 

我が国における人口減少問題が深刻化する中で、2021 年の合計特殊出生率

は 1.30 と６年連続で低下、出生数は過去最少となった。あわせて婚姻数も減

少していることから、今後、更なる出生率・出生数の低下が見込まれ、少子化

の流れに歯止めをかけることは喫緊の課題となっている。 

そのような中、令和５年４月に子ども関連施策を一元的に担う「こども家庭

庁」が創設されることから、新たな体制のもと、人口減少社会の克服に向け

て、子育て支援を更に充実し､少子化対策を強く押し進めていくべきときであ

る｡ 

そのためには、若い世代の結婚・出産の希望を叶えられるよう、生活を支え

る補助制度等による経済的な負担の軽減が必要である。加えて、共働き世帯が

増加していることから、男性も育児に参加し、男女ともに仕事と育児・家庭の

両立が可能となるよう、子育てにかける時間が確保できる環境の整備が重要で

ある。 

よって、国におかれては、子育て支援の更なる充実を図り、少子化対策を強

力に推進されるよう、下記事項について強く要望する。 

記 

１ 新婚家庭や子育て家庭に対する家賃補助､幼児教育・保育の無償化の拡充､

子どもの医療費助成制度の創設など、結婚・子育てに係る経済的な負担の軽

減を図ること。 

２ 短時間勤務や在宅勤務なども選択できる環境の整備を推進するとともに、

子育てに係る休暇・休業などの就業制度の充実と制度利用の促進を図るこ

と。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 



意 ３ 
 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

 

 

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

文部科学大臣  

厚生労働大臣   

内閣府特命担当大臣（少子化対策）   

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 

 



意 ４ 
 

意見書案  第 号        

 

建築物石綿含有建材事前調査・除去費用の国民への周知 

と国民負担軽減措置を求める意見書 

 

戦後輸入が再開されて以降、2004 年までに約 1,000 万トンのアスベストが

諸外国から輸入され、特に、1970 年から 1990 年にかけては、年間約 30 万ト

ンという大量の輸入量となり、主に、建築物の建材に使用された。 

そして現在、2006 年９月１日（アスベスト全面禁止）以前に建てられた既

存の民間住宅の解体・改修工事におけるアスベスト暴露による健康被害が問題

視されている。国の補助制度として、社会資本整備総合交付金の「住宅・建築

物安全ストック形成事業」があるが、１．対象建材が吹付けアスベスト等（レ

ベル１）などに限定されている、２．補助金額が費用の一部（含有調査等上限

25 万円／棟、除去等：自治体実施は３分の１以内、民間業者は自治体の補助

額の２分の１・かつ全体の３分の１以内）に過ぎない、などの理由により極め

て不十分な制度となっている。また、一般住宅や小規模ビル等で使用されてい

る石綿建材の多くは成形板（レベル３）であり、戸建てや小規模ビル等では使

えない制度となっている。 

アスベスト関連法のうち、大気汚染防止法、石綿障害予防規則が改正され、

事前調査結果の報告は、80 ㎡以上の解体、100 万円以上の改修工事となってい

ることから、大多数の解体・改修工事が対象になっている。国は規制の強化を

打ち出しているが、調査・除去費用は工事価格に転嫁することで建物所有者

（国民）が負担することとなる。また、費用の全てを工事価格に転嫁すること

ができず解体・改修工事業者の負担が増すことが懸念される。さらには、アス

ベスト含有建材の調査や処分には多額の費用が必要となることから、その負担

を避ける為に無届けや違法工事が横行するおそれがあり、国民や解体・改修工

事従事者の健康被害が懸念される。 

よって、国におかれては、アスベスト問題を国民全体の課題と捉え、下記事

項に取り組まれるよう強く要望する。 

記 

１ アスベストの健康被害やアスベスト関連法改正について、法改正の趣旨も

含めその重要性や、法遵守について建物所有者（国民）に周知すること。 

２ 国土交通省「住宅・建築物安全ストック形成事業」にある「住宅・建築物

アスベスト改修事業」について、一般住宅にも使えるよう、レベル３建材を

はじめあらゆる石綿含有建材の調査・除去費用を補助し、事業の拡充を図る

こと。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 



意 ４ 
 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

 

 

 

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

厚生労働大臣   

国土交通大臣   

環境大臣   

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 

                    



意 ５ 
 

意見書案  第 号                           

 

森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見書 

 

森林環境譲与税は、温室効果ガス排出削減や自然災害の防止等を図るため、

森林整備等に必要となる地方財政を安定的に確保する観点から創設され、2019

年度より地方自治体への譲与が開始されている。 

譲与基準としては、総額の 10 分の５を私有林人工林面積、10 分の２を林業

従事者数、10 分の３を人口で按分して譲与するとされており、その結果、森

林面積が少ないにもかかわらず、人口が突出して多い大都市に対する配分額が

過度に高くなる仕組みとなっているとともに、森林面積が少ない自治体ほど基

金への積み立てが多い傾向が見受けられる。 

一方、山間部の市町では、必要な森林整備を実施するためには、予定されて

いる以上の財源が必要であるとの声が多い状況である。 

よって、国におかれては、森林環境譲与税の創設経緯や目的に鑑み、森林環

境譲与税が森林整備に一層活用されるよう、森林が多い山間地の市町村に森林

環境譲与税の配分を抜本的に強化するなど、譲与基準の在り方について検討す

ること、加えて国の一般会計における林業予算を拡充することを強く要望す

る。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

 

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

農林水産大臣   

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 

 



意 ６ 
 

意見書案  第 号                       

 

帯状疱疹ワクチンへの助成並びに定期接種化を求める意見書 

 

帯状疱疹は、過去に水痘に罹患した者が、加齢や過労、ストレスなどによる

免疫力の低下により、体内に潜伏する帯状疱疹ウイルスが再活性化し発症する

ものである。 

日本人では、50 歳代から発症率が高くなり、80 歳までに３人に１人が発症

するといわれており、治療が長引くケースや後遺症として痛みなどの症状が残

るケースもある。 

この帯状疱疹の発症予防のために、ワクチンが有効とされているが、費用が

高額になることから接種を諦める高齢者も少なくない。 

帯状疱疹による神経の損傷によって、その後も痛みが続く「帯状疱疹後神経

痛」と呼ばれる合併症に加え、角膜炎、顔面神経麻痺、難聴などを引き起こ

し、目や耳に障害が残ることもあるともいわれている。 

よって、国におかれては、一定の年齢以上の国民に対するワクチンの有効性

と安全性を確認し、帯状疱疹ワクチンの助成制度の創設や予防接種法に基づく

定期接種化を強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

厚生労働大臣  

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 

 



意 ７ 
 

意見書案  第 号                                               

 

知的障がい者・知的障がい行政の対応拡充を国に求める意見書 

 

身体障がい者は「身体障害者福祉法」で定義され、精神障がい者は「精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律」で定義されている。ところが、知的障が

い者に関しては、「知的障害者福祉法」で知的障がい者に対する福祉サービス

は規定されているものの、知的障がい、あるいは知的障がい者の定義は規定さ

れていない。 

また、身体障がい者、精神障がい者、知的障がい者の手帳制度について、身

体障がい者と精神障がい者の手帳は、法律に基づき交付・運営されているが、

知的障がい者の療育手帳の制度は、厚生事務次官通知に基づき各都道府県知事

等の判断により制度要綱を定め、交付・運営されている。 

知的障がいについては自治体により障がいの程度区分に差があり、また各判

定機関におけるボーダーラインにも差が生じている。知能指数が知的障害判定

基準より高い発達障害の方への手帳交付は、自治体によって対応が異なってい

る。 

実際に、「精神障害者保健福祉手帳」を交付するところ、「療育手帳」を交

付するところ、その両方を交付するところ等、様々な自治体がある。 

よって、国におかれては、国際的な知的障がいの定義や、自治体の負担等も

踏まえた判定方法や基準の在り方の検討を踏まえ、知的障がい行政・手帳制度

を、国の法律による全国共通の施策として展開することを強く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

厚生労働大臣  

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 



意 ８ 
 

意見書案 第 号    

 

豊かな学びのための少人数学級実現・教職員定数改善を求める意見書 

 

2021 年の義務標準法の改正により、小学校の学級編制標準は段階的に 35 人

に引き下げられるものの、今後は、小学校にとどまることなく、中学校、高等

学校での早期実施も必要である。加えて、きめ細かい教育活動を進めるために

は、更なる学級編制標準の引下げ、少人数学級の実現が必要である。萩生田元

文部科学大臣も、改正義務標準法に関わる国会答弁の中で、30 人学級や中学

校、高等学校における少人数学級の必要性についても言及している。 

兵庫県内の、小学校・中学校・高校では年度当初から教員配置基準に満たな

い教員未配置が発生し、それに加え育児休業、病気休職者などの代替措置等が

未充足であるなど、慢性的な教員不足により教材研究や授業準備に支障を来し

ている。また、いじめ、不登校や別室登校、貧困、複雑な家庭環境など、問題

が多様化・細分化し、より細やかな指導が必要とされている。また、新型コロ

ナウイルス感染症対策に伴う新たな業務も教職員の多忙に輪をかけている。豊

かな学びや学校の働き方改革を実現するためには、教職員の増員や、教職員定

数改善が不可欠である。 

こうした観点から、以下のことを強く求めるものである。 

記 

１ 中学校での早期の 35 人学級並びに高校における少人数学級編制を実現す

ること。 

２ 学校の働き方改革、長時間労働是正を実現するため、教職員の増員など教

職員定数の改善を行うこと。 

３ 自治体で国の標準を下回る学級編制基準の弾力的運用の実施ができるよ

う、加配定数の削減は行わないこと。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 



意 ８ 
 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

文部科学大臣  

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 

                



意 ９ 
 

意見書案 第  号               

 

刑法の性犯罪規定について、被害の実態や被害者の心情 

に即した改正を求める意見書 

 

2017 年、刑法の性犯罪に関する規定が 110 年ぶりに大きく改正されたが、

2019 年の３月に性暴力をめぐる裁判で４件の無罪判決が相次いだことをきっ

かけに、女性たちの声が政治と社会を大きく揺り動かし、2020 年４月に法務

省の「性犯罪に関する刑事法検討会」が設置され、再び議論が動き出した。 

昨年５月には検討会の報告書がまとめられ、同９月には、１．暴行、脅迫な

どの行為がなくとも、相手方が性交等に同意していないことが認識できれば、

犯罪となる不同意性交等罪の導入、２．性交同意年齢の引上げ、３．地位関係

性利用罪の導入などの項目が法務大臣から法制審議会に諮問された。 

しかし、本年 10 月 24 日、法務省が法制審議会の部会に提出した見直しの

「試案」は、「同意のない性的行為は罪」という本質が分かりにくく、趣旨を

明確にするなど、修正を求める声が弁護士、当事者、支援の専門家などから上

がり、審議が続いている。 

よって、刑法の性犯罪規定の改正について、「検討会」報告書や法務大臣諮

問を踏まえ、被害の実態や被害者の心情に即した改正となるよう求める。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

法務大臣  

国家公安委員会委員長  

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 



意 10 
 

意見書案 第 号                     

 

外国人児童生徒向け教育環境の整備に対する意見書 

 

2019 年９月に、文部科学省は、国内に住む義務教育相当年齢の外国籍の子

どもの就学状況に関する初の全国調査の結果を公表し、全国で約２万人の子ど

もが就学不明となっていることが判明した。2021 年には第２回目の調査が行

われ、各自治体による状況把握が進んだことなどにより２年前に比べ就学不明

の子どもは約５割減少したものの、依然として約１万人を上回る状況が続いて

いる。 

この不就学の背景には、子どもや保護者が日本語を十分理解できないこと

や、行政による日本語指導などの就学支援にばらつきがあることなどが指摘さ

れている。 

外国籍の子どもが不就学となっている状況は、その子ども個人の学習権を保

障する憲法や子どもの権利条約の理念に反しており、早急に解決するべきであ

り、子どもの最善の利益を保障するための教育条件の整備が求められる。ま

た、外国籍の子どもが学校に行かないまま成人すれば社会で孤立する要因とな

り、不就学による悪影響は、子どもたちの非行や貧困につながる。よって外国

籍の子どもたちのための教育支援は、当人はもとより社会全体の利益につなが

るものといえる。しかし、現在行われている外国人児童生徒向けの適応指導や

日本語指導は、十分ではなく、様々な困難を抱える外国籍の子どもと保護者に

必要な支援を的確に行うために、専門的な知識を持って関われる教員、支援

員、相談員の速やかな配置が求められている。 

こうした状況を踏まえ、国においては、外国人児童生徒向けの就学状況の把

握や教育機会の確保のための支援について国の責務及び負担により適切に実施

すべきであり、次の事項について鋭意取り組むことを強く要望する。 

記 

１ 外国人児童生徒への日本語指導に対応するため、教職員定数を改善するこ

と。 

２ 外国人児童生徒向けの適応指導や日本語指導の充実のため、国の責任にお

いて、日本語指導を担当する教員等の資質向上に必要な支援を行うととも

に、母語の分かる相談員や支援員等の配置の充実等のための財政措置の拡充

を図ること。 

３ 不就学の外国人の子どもが支援を得られないまま放置されることがないよ

う、就学を確実にするための適切な対応策を検討すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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令和４年 12 月 日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

文部科学大臣  

 

兵庫県議会議長  小 西 隆 紀 

 

 


